


日本原子力研究開発機構は、原子力に関する我が国唯一の総合的研究開発機関として、原子力に係る研究開発を
通して、人類社会の福祉と国民生活の水準向上に資することを目的とした、国立研究開発法人です。
その中で核燃料サイクル工学研究所は、昭和32年6月に原子燃料公社東海精錬所として発足して以来、幾度かの

組織改編を経つつも、一貫して核燃料サイクルに関する技術開発を進めている当機構においても最大規模の研究開
発拠点の一つです。その主要な開発成果は、民間原子力事業者に順次技術移転し、実用化されつつあります。更に、
これらの技術開発を通して培ってきた技術的基盤を最大限に活用し、喫緊の課題である東京電力福島第一原子力発
電所事故の対処に係る研究開発も進めています。また、東海再処理施設については、高レベル放射性廃液の固化・
安定化処理を計画的に進めるとともに、施設の廃止措置を通して再処理施設等の廃止措置に係る技術体系の確立
を目指しております。
このように、核燃料サイクル工学研究所では、技術開発の進捗状況や社会的ニーズを踏まえた研究開発を、成果
の最大化を図りつつ展開しており、主に下記の研究開発等を進めてまいります。
○MOX燃料製造や再処理に係る核燃料サイクル技術の研究開発
○放射性廃棄物の減容化・有害度低減、高レベル放射性廃棄物の処理処分技術開発、核燃料サイクル施設の廃止措置
等で発生する放射性廃棄物の処理・処分及び施設の廃止措置に係る技術開発等
○東京電力福島第一原子力発電所事故への対処に関わる研究開発
これら研究開発を進めていくにあたって、安全確保を業務運営の最優先事項とするとともに、社会の皆様方から
の信頼を得つつその業務を進めてまいります。

核燃料サイクル工学研究所長　　



各種電源別のライフサイクルCO2排出量

※再生可能エネルギー：風力、水力、太陽光、地熱、バイオマスなど
一度利用しても比較的短時間に再生が可能であり、資源が枯渇し
ないエネルギーのこと
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※発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から発電設備等の
建設・燃料輸送・精製・運用・保守等のために消費される
全てのエネルギーを対象としてCO2排出量を算出
※原子力については、現在計画中の使用済燃料国内再処
理・プルサーマル利用（1回リサイクルを前提）・高レベ
ル放射性廃棄物処分・発電所廃炉等を含めて算出した
BWR（19g-CO2/kWh）とPWR（20g-CO2/kWh）の
結果を設備容量に基づき平均

BWR:19
PWR:20（　　）

私たちが便利で豊かな暮らしをしていくためには、多くのエネルギーが必要です。
一方で、二酸化炭素などの温室効果ガスの排出がもたらす気候変動の影響が、人類の生存をおびやかしています。
資源が乏しくエネルギー自給率が10％未満である日本が、将来にわたりエネルギーを安定に確保していくためには、二酸化炭
素などの排出削減に貢献し、エネルギー源をリサイクル出来る原子力エネルギーの利用は有効な手段のひとつです。
核燃料サイクル工学研究所は、原子力エネルギーを有効利用するための核燃料サイクルの実現に向けたさまざまな研究開発に
取り組んでいます。

出典：経済産業省資源エネルギー庁『日本のエネルギー（2018年度）」 出典：原子力・エネルギー図面集2019

2017年の日本のエネルギー自給率は9.6％です。

●石油 9％

●石油
　3％

●石炭 33％

●石炭
　26％

●天然ガス
　40％

●天然ガス 27％

●再生可能
　エネルギー 16％ ※

●再生可能エネルギー
　22～24％ ※

●原子力
　20～22％

●原子力3％

2017年度

2030年度





再処理技術開発と廃止措置

昭和46年 6 月

昭和50年 9 月

昭和52年 7 月

昭和52年 9 月

昭和52年11月

昭和56年 1 月

平成 2 年11月

平成14年 6 月

平成18年 3 月

平成19年 5 月

平成26年 9 月

平成28年11月

平成29年 6 月

平成30年 6 月

建設着工

ウラン試験開始

使用済燃料を初搬入

使用済燃料を用いた試験を開始

プルトニウムを初抽出

本格運転開始

累積処理量500トン達成

累積処理量1,000トン達成

電気事業者との役務再処理完遂

耐震性向上工事を優先し再処理運転
停止（累積処理量1,140トン）

機構改革報告書にて廃止措置へ移行
する方針を表明

東海再処理施設の廃止に向けた計画
等を報告

廃止措置計画を申請

廃止措置計画の認可
プルトニウム・ウラン混合酸化物 ▼

（マイクロ波加熱脱硝法） 

▲ガラス固化体
（模型）

高レベル放射性廃液のガラス固化技術

東海再処理施設は、ウラン資源の有効活用のため、使用済燃料からウランやプルトニウムを分離、回収する再処理技術の開発
に取り組み、累積約1,140トン（うち、混合酸化物燃料29トン）に及ぶ再処理運転を行うとともに、高レベル放射性廃液のガラス
固化、ウラン・プルトニウム混合転換等の独自技術の開発を通し、国内における再処理技術の確立に貢献してきました。本施設は、
平成29年6月に原子力規制委員会に廃止措置計画の認可申請を行い、平成30年6月に認可を受け、現在は廃止措置段階へと移
行しております。

▲ガラスカートリッジ

▲溶融炉内の状態

▲ガラス流下

東海再処理施設

東海再処理施設の廃止措置

　高レベル放射性廃液を、安定で取り扱いが
容易なガラス固化体とします。溶融ガラスに
直接通電することで加熱する仕組みです。

ウラン・プルトニウム混合転換技術
　プルトニウムとウランの混合溶液を電子
レンジと同様の技術で加熱し、粉末にします。
核不拡散に優れた技術です。

本施設は、様々な機能を持った約30の施
設を擁し、組成の異なる放射性物質が広く
分布するという特徴をもつため、原子力発電
所の廃止措置とは異なる進め方をします。
まず最優先事項として、現在保有する高レ
ベル放射性廃液のガラス固化処理などのリ
スク低減を進めます。合わせて、電源喪失時
に安全を確保するための設備や施設の耐震
化工事など、安全性向上対策を継続します。
以降も廃止措置の段階に応じ、各施設を
安全に廃止するための除染・解体・遠隔操作
や、放射性廃棄物の処理処分など、多岐にわ
たる技術的課題の克服に取り組みながら進
めていきます。

（ガラス：～900℃）

約10年後 約20年後 約30年後 約40年後 約50年後 約60年後 約70年後現在

： 廃止する施設

： ガラス固化処理施設

： 廃棄物関連施設

： 管理区域を解除した施設

現在

廃棄物処理・廃棄物貯蔵施設の廃止主要施設の廃止
高放射性廃液の処理等
のリスク低減の取組み

ガラス固化処理

ガラス固化完了

主要施設の廃止

主要施設の管理区域解除

ガラス固化施設の廃止

ガラス固化施設の管理区域解除

施設整備
低レベル廃棄物処理（焼却/セメント固化）

廃棄物処理完了

低レベル廃棄物関連施設の廃止

廃棄体化のための
施設整備

廃棄物

廃棄体化処理

全施設の管理区域解除

処分へ

利活用/解体へ

▶

ガラス溶融炉
  （廃液供給式
　  直接通電型
　  セラミックメルタ）

70m
m70m

mφ



再処理技術開発と廃止措置

本施設で貯蔵している高レベル放射性廃液のガラス固化処理を着実に進めるとともに、ガラス固化処理技術の高度化に係る
技術開発に取り組んでいます。

高レベル放射性廃液のガラス固化技術の高度化

本施設において発生する低レベル放射性廃液は、埋設
処分可能なセメント固化体とする計画としており、必要な
技術開発に取り組んでいます。

処理処分がより容易なセメントで固化する設備や環境負
荷を考慮した硝酸根を分解する設備の導入に向けて、工学
規模で試験を行っています。

低レベル放射性廃液の処理技術開発

高放射性固体廃棄物の
取出し/再貯蔵

除染・解体技術

　安定運転に影響を及ぼす白金族元素の堆積を抑制する設計とし
た新型溶融炉への更新を計画しています。

これまでの再処理運転や保守を通じて開発・実用化してきた
技術を、施設の特徴に合わせて活用していきます。使用済燃料の被覆管の細断片であるハル等は、ハル

缶に入れて水中（プール）に貯蔵しています。重量物であ
る廃棄物を遠隔操作で取出すために、水中ロボットなど
海外の先行事例の取入れも検討しながら装置開発を進
めています。

◀ホウケイ酸ガラス
　構造（イメージ）

析出した　
白金族化合物 ▼

現行の溶融炉

炉底形状を
四角すいから
円すいに変更

新型溶融炉

▲新型溶融炉の開発

セメント混錬試験（実規模） ▼

硝酸根の分解反応

取出し装置の開発（イメージ）▲ 高圧水によるスラッジ回収

レーザー切断

プラズマ切断

酸素（O）
ケイ素（Si）
ホウ素（B）
ナトリウム（Na）
アクチニド（U等）
他の廃棄物元素

セメント混練の様子

M

20μm

光学顕微鏡像

先行事例

ドライアイスブラスト除染

回収したスラッジ

触媒還元

4NaNO3 + 5N2H4　
　→ 4NaOH + 7N2 + 8H2O

炭酸塩化

2NaOH + CO2　
　　　　→ Na2CO3 + H2O

廃棄物吊上げ・
移送装置

遠隔誘導装置
廃棄物姿勢調整装置



MOX燃料製造実績 （平成31年3月現在）





▲マニプレータを用いた
　セル試験



▲ウラン含有模擬デブリ

▲模擬燃料デブリ試験



核燃料サイクル施設の運転、解体等によって発生する放射性廃棄物は、その性状や放射能レベル及び濃度に応じて、安全かつ
合理的な処理を行い、埋設処分に適した形態とする必要があります。

○難処理廃棄物の減容・安定化処理技術開発

焼却処理が困難な放射性廃棄物（例：廃溶媒、廃イオン交換樹脂）を「ガス化燃焼処理法」を応用した新たな技術により、
処理する試験を実施しています。

ガス化燃焼処理法は2段階のプロセスで有機物を減容・
安定化処理する方法です。
① 有機物を高温の炉の中で加熱水蒸気と接触させ、分解、
ガス化します。

②　①のプロセスで発生した分解ガスを高温燃焼すること
でH2O,CO2,HF,HCl等の安定な無機物とします。

廃溶媒
（TBP）

廃イオン
交換樹脂



7.3m

4.0m

2.4m

4.2m



東海地区ウラン濃縮施設はG棟及びH棟の解体撤去を完了し、L棟の廃止措置に向けた準備として内装機器の撤去を行って
います。また、プルトニウム燃料第二開発室の廃止措置を行っています。これらの作業経験を通じて、原子力施設の廃止措置
に必要な技術開発を行っています。

東海地区ウラン濃縮施設の廃止措置

G・H棟廃止措置

G・Ｈ棟解体、
更地化完了

MOX燃料製造に使用したグローブボックスをより安全に効率よく解体す
るために、小型重機の遠隔操作技術等を用いた解体技術（アドバンスド
スマートデコミッショニングシステム）の開発などに取り組んでいます。

▲アドバンスドスマートデコミッショニングシステムによる
グローブボックスの解体イメージ





所内の建物・構築物について、営繕工事に係る設計、積算、工事監理を行っています。耐震改修工事、建物・構築物・道路
の補修及び新設等多岐に渡っています。

▼構内道路補修工事▼軽油タンク基礎工事

▼建物の新築工事
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